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I. 研究の背景と目的
 本稿は，消費財メーカーが広報を目的に運営する企
業ショウルームを研究対象とする。企業が運営するこ
れらの施設は，産業遺産や稼働している産業施設を観
光対象とする産業観光の一領域とみなすことが出来る
（須田 2009）。また産業観光の観光資源群は，行政の
ニュー・ツーリズム振興の対象として採り上げられて
いる（観光庁 2009）。本稿が扱う消費財企業のショウ
ルームは産業観光の一例とみなすことができるが，運
営主体である企業の主体性・戦略性を理解しなければ，
観光資源としての成長性を評価することはできない。
ショウルーム運営について，消費財メーカーの誘客と
それに伴う顧客との直接的交流という点に着目するな
らば，集客する企業の有益性について企業経営におけ
るマーケティング理論からの評価が数多い。したがっ
て，本研究では企業ショウルームの運営実態について，
既存の顧客志向のマーケティング理論から評価するこ
とにより，その運営企業の主体性を軸にした施設運営
の方向性を考察する。企業の意思決定により左右され
るショウルームの運営方針が，どのような集客を実現
するのかを議論し，延いては企業ショウルームの観光
資源としての可能性と，消費財メーカーと観光産業と
の連携について展望するのが，本研究の目的である。 
調査対象として扱うのは家電や自動車といった耐久
消費財を生産・販売する企業のショウルームである。
日本の耐久消費財メーカーは，世界におけるブランド
が品質において高い評価を得ている一方で，そのデザ
イン・スタイルを含めた独自の文化性において認識が
足りないという課題を抱えている（経済産業省 2011）。
このような現状から，本研究では日本の耐久消費財を
顧客志向のマーケティングがとりわけ求められる製品
群と判断し，調査対象として選定した。 
調査対象のショウルームは，有明のパナソニックセ
ンター東京，銀座のソニービル，青海のトヨタ Mega 
Webの 3施設であり，全て東京都内に立地する。産業
観光の観光対象としての企業の集客施設は，企業の歴
史を紹介する企業博物館や生産現場を見せる工場見学
など幅広い資源群であるが，Endo & Kurata （2012）
によれば，日本の耐久消費財メーカーは工場見学など
の生産地における集客を，マーケティングの観点では
それほど重視していない。他方で，本研究が扱うよう
な都市部におけるショウルーム運営には注力している
ようである。東京都のような大消費地における施設運
営はより多くの集客を見込こむことができるので，そ
れだけ企業が多くの顧客への情報発信を望んでいると
考えられる。したがって都市部における耐久消費財メ
ーカーのショウルームはきわめて顧客志向の戦略性に
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のっとって運営されているものと推測される。この推
測が正しいものか確かめるため，本稿は耐久消費財メ
ーカーの都内におけるショウルーム運営を研究対象と
する。さらに，東京都は海外から日本へ訪れるインバ
ウンド観光客が都道府県の中で最も多いので（観光庁 
2009），そこで運営されるショウルームが，国内だけで
はなく海外への情報発信も含めた戦略性をもっている
のかどうか，確かめることができると判断した。 

II. 既往研究
インダストリアル・ツーリズム
須田（2009）によって定義された産業観光は，また
同氏によってインダストリアル・ツーリズムとも英訳
されている（Suda 2006）。この専門用語は日本国外の
研究者にも，産業に関わるものを観光対象とするツー
リズムを定義する言葉として使用されているが，その
定義は研究者毎に少しずつ異なる。たとえば，Otgaar 
（2010）は，過去・現在・未来の経済活動について「学
ぶ」観光であると定義している。消費財企業のショウ
ルームには，企業の歴史を紹介するミュージアム機能
や，現在の製品や将来的な技術を紹介する展示が備わ
っているため，Otgaarの定義は本研究の調査対象を説
明するのに適切かもしれない。 
他方で，インダストリアル・ツーリズムの観光対象
に製品も含まれることから，一般的な消費活動も産業
観光なのかという議論がある。Frew（2000）は消費活
動を主とした観光をコンシューマ ・ーツーリズムとし，
インダストリアル・ツーリズムはそれとは対極にある
ものとして区別している。ただし Frew によれば事例
を明確に区別することはできず，双方の性質をもつ施
設は存在するとしている。本研究で扱う耐久消費財の
ショウルームも場合によっては消費行動を伴うので，
コンシューマー・ツーリズムの性質も含むインダスト
リアル・ツーリズムという位置付けとなろう。 

マーケティング理論
 既存のマーケティング理論から，本稿の扱う消費財
メーカーのショウルーム運営の位置付けを明らかにす
る。ショウルーム運営から企業が得られるのは，顧客
との直接的なコミュニケーションの機会である。
Walvis （2003）は，企業のブランド・シンボルとなる
拠点・施設をブランド・ロケーションと呼称し，これ
は顧客との関係造りを重視するリレーションシップ・
マーケティングの一環であるとしている。消費財を扱
うB to Cカンパニーにとって，消費者との良好な関係
を維持することは必須の取り組みと言え，カスタマ
・ーリレーションシップ・マーケティング（Stone 1995）
がこの企業活動に該当する。 
企業ショウルームは利用客に製品の試用などの体験
型サービスを提供する機能も特徴的である。この施設
における経験・体験が顧客満足や延いてはロイヤリテ
ィ，企業価値に繋がるという考え方は，Schmitt （2000）
の提唱するエクスペリエンシャル・マーケティングに
当てはまる。この手法は顧客のあらゆる経験価値を重
視するが，たとえば商品の使用後の満足感なども含ま
れ多岐に渡るため，ショウルームにおける体験型サー
ビスの提供はそのひとつの取り組みと言えよう。 
また，企業のシンボルとなる店舗や集客施設を運営
する手法は，フラッグシップ・マーケティングとも呼
ばれる（Kent, 2009）。フラッグシップ施設は情報発信
と顧客との直截なコミュニケーションによるブランデ
ィングを重視するため，しばしばその施設運営の採算
性は度外視される。日本企業のフラッグシップ戦略に
関する研究は未だ少ないが，ファーストリテイリング
が銀座に旗艦店を構えていることなどが事例として採
り上げられている（長沢&菅波 2012）。 
本稿では，これら既存のマーケティング理論を，研
究対象となった 3企業のショウルーム運営において確
認し，現状評価を行う。また，これらの理論はショウ
ルームの運営目的を左右し，延いては集客ターゲット
や，集客のための観光産業との連携といった運営体制
にまで影響を与えると考えられる。このようなケース
では観光資源としての成長に，企業の主体性が深く関
わっており，ここにインダストリアル・ツーリズムと
しての企業ショウルームの方向性を決定するマーケテ
ィング理論という構図が理解できる。 
 
III. 研究手法
 本研究では先ず，顧客志向のマーケティング理論が，
耐久消費財メーカーが東京都内において運営する企業
ショウルームの現状にも当てはまるのかを確認するた
め，企業調査を実施した。これにより企業の施設運営
について実態を把握して，現状評価を行う。本調査に
先立って，都内でショウルームを運営する耐久消費財
メーカーに対して，調査依頼を行った。電話や Email
で調査を依頼し，許可が得られた企業から順次アンケ
ート用紙をFAXおよびEmailで送付し，回答を求めた。
この調査依頼は，首都圏でショウルームを運営する家
電メーカー4社，自動車メーカー3社の併せて 7社に行
い，調査の許可ならびに有効回答を得られたのは本研
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究で採り上げるパナソニック，ソニー，トヨタ自動車
の 3社となった。 
本研究の企業調査は，年次報告書から企業の概略を把
握する文献調査，ショウルームの運営目的・利用状況
（年間の利用客数・多い客層）や顧客への対応といっ
た運営体制を把握するためのアンケート調査，さらに
実際に施設を訪問し，取り組みを評価する実地・イン
タビュー調査の 3段階から成る。これら企業調査の結
果をふまえた上で，明らかになったショウルームの実
態から，マーケティング理論との関係性を評価し，施
設における集客のあり方や観光産業との関わり方にど
のように影響するのかを考察する。 
 
IV. 調査結果
本章では，ショウルームを運営する耐久消費財メー
カー各社について，企業の概略を説明し，アンケート
調査・実地調査の結果から得られた各ショウルームの
運営目的と運営体制，そして利用状況について順に示
す。

パナソニックセンター東京
 パナソニックグループは家電から太陽光パネル，リ
チウムイオン電池といった産業財まで生産する総合電
機メーカーである（パナソニック 2013）。当社は東京
都有明に企業ショウルームであるパナソニックセンタ
ー東京を設けている（図 1）。実地調査の結果をふまえ
て，当ショウルームの主な展示について示しておく（調
査日 2013年 1月 29日）。１階のライフソリューション
ズでは，新製品やパナソニックの環境への取り組みを
紹介する。そして 2階のリス―ピアは数学・科学の魅
力に触れる体験型ミュージアムと，最新のゲームを楽
しめるゲームフロントから構成される。また，施設に
はカフェのような休憩所も設けられており，利用客が
長く滞在することも前提にして設計されている。 
 当ショウルームの運営の責任者であるパナソニック
センター東京企画チームの井上敦之氏によるアンケー
トの回答結果から，当施設の運営実態を把握したい。
ショウルームの運営目的は，利用客に対してパナソニ
ックグループの事業ビジョンを紹介することと，最新
商品を通じた顧客とのコミュニケーションである。こ
のため，ショウルーム内での顧客からの意見・要望は
商品開発部門にフィードバックされ，商品企画に反映
されている。東京都において施設を運営している理由
として，羽田・成田という国際空港のある日本の玄関
口であり，アクセスも良いことから多くの顧客に企業
ブランドに触れてもらうチャンス増を見込んでいるこ
とを挙げている。 しかしながら外国人の詳細な利用者
数は現在のところ把握しておらず，集客増を狙った旅
行業との連携も現在のところ行っていない。利用状況
をみてみると，年間の利用客数は約 70万人であり，最
も多い客層は家族連れを中心とした観光客である。外
国人利用者はビジネス商談を目的とした業務視察がほ
とんどで，欧米系が多いが，近年アジア系の利用客が
増えてきている。 
 
 
図 1 パナソニックセンター東京（東京都有明，筆者撮影） 
 
ソニービル
 日本の大手電機メーカーを代表するソニー株式会社
をはじめ，ソニーグループはエレクトロニクスだけで
なく金融・流通・エンターテイメントまで幅広い分野
を統括するコングロマリットである（ソニ  ー 2013）。
このソニーグループのショウルームとして，高級商店
街の銀座に立地するのが，ソニービルである（図 2）。
当施設の展示内容は，主にコンシューマーエレクトロ
ニクスとエンターテイメント分野の製品がフロア別に
紹介されている。ショウルームで製品を試用できるだ
けでなく，施設内のソニーストア銀座で商品を購入す
ることもできる。また，相談カウンターでは製品に関
する要望や質問を受け付け，顧客とのコミュニケーシ
ョンを行っている。これらの設備は実地調査において
確認を行った（調査日 2013年 1月 29日）。 
アンケート結果にみるソニービルの運営目的は，主
に企業ブランディングと自社製品を顧客に認知しても
らうこと，としている。さらに施設運営の改善とマー
ケティングの観点から，VOC （Voice of  Customer）
を重視し，得られた顧客からの情報は社内にフィード
バックしている。海外からの集客は戦略に特には含ま
れていないとしているが，一方で，アジアからの観光
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客を見込んだ東京観光財団のYes, Tokyoキャンペーン
には参加している（東京観光財団 2013）。利用状況を
みると，年間利用者数は約 450万人，最も多い客層は
男性一人旅である。外国人利用者は正確には把握して
いなものの，全体のおよそ 10~15%で，欧米の男女グ
ループが主な客層である。これらの回答はブランドサ
イトマネジメント室の林原由佳子氏によるものである
が，ソニー株式会社ではなく，ソニーグループ全体と
しての回答であることに留意されたい。 
 
 
図 2 ソニービル（東京都銀座，筆者撮影） 
 
トヨタ 0HJD:HE
 最後の事例として，世界中にそのビジネスを展開す
るトヨタ自動車（トヨタ 2013）が東京都青海で運営す
る体験型ショウルームMega Web（図 3）について，そ
の調査結果を示す。アンケート調査はトヨタ自動車お
よびアムラックストヨタの回答であり，また実地調査
（調査日 2013年 11月 6日）におけるインタビューと
施設案内はトヨタエンタプライズのコミュニケーター
町田裕子氏が担当された。当施設は 2013年 11月に改
装工事を終えリニューアルオープンしたが，オープン
まもない時期に実施した実地調査から，展示施設の内
容を紹介する。Mega Web 内には複数の展示が用意さ
れており，まずトヨタ・シティショウケースでは，将
来的な技術やレーシングマシン，環境・安全技術を紹
介する展示や，仮想的に体感できるゲームやシュミレ
ーターを用意している。また，実際に試乗できるライ
ドワンや，子供用のカートを用意した設備など体験型
の施設も整備されている。商業施設をはさんで隣接す
るヒストリーガレージでは，トヨタが生産した往年の
車や開発史を観ることが出来る。これらの施設は，ト
ヨタの過去・現在・未来の企業活動を紹介するもので
あり，Otgaar（2010）のインダストリアル・ツーリズ
ムの定義に合致し，それを施設単体で体現していると
言えよう。 
アンケート結果によれば，トヨタ自動車がこの施設
を運営する目的は，グローバルな展開を意識した情報
の受発信，先行開発・実証実験などのテスト・マーケ
ティング，そしてクルマファンとトヨタファンの醸成
である。集客において明確な目標値（施設全体で年間
500 万人）を設定し，ライドワンにおける試乗回数も
指標として把握し，顧客の声をクルマづくりに生かす
フィードバックに努めている。実際の利用データを観
てみると，震災で一時落ち込んだ集客数も持ち直し，
2012年度の年間利用者数は約 463万人，最も多い客層
は首都圏からの観光客（家族連れ）である。外国人利
用客は全体の約 30%で，中国・韓国からのツアー客が
最も多い。外国語パンフレットはもともと英語・中国
語を用意していたが，数多くの要望があったことから
韓国語のパンフレットが追加された。開館当初（1999
年）は若者の取り込みを狙ったお台場地区での集客で
あったが，現在は羽田空港の国際化にともなう外国人
の取り込みを目指している。 
 
 
図 3 トヨタ Mega Web（東京都青海，筆者撮影） 
 
V. 考察
パナソニックセンター東京，ソニービル，トヨタ
Mega Webの 3施設は，いずれも顧客への情報発信や，
かれらとのコミュニケーションを目的として運営され
ている。これらの取り組みについて，既往研究で扱っ
た既存のマーケティング理論の観点から考察を加えた
い。 
まず，各々のショウルーム内には，利用客を楽しま
せる体験型の展示が充実しており，また商品の試用が
利用客にとってサービスの目玉となっている。これら
の取り組みは，顧客の経験価値がブランド・イメージ
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を向上させ，ロイヤリティを生むというエクスペリエ
ンシャル・マーケティングの取り組みとして通用する
と考えられる。また，3 施設ともブランド認知を狙っ
た情報の発信基地という意味合いにおいて，フラッグ
シップ・マーケティングの戦略性も確かめることがで
きた。とりわけソニービルは，ユニクロと同様に高級
商店街である銀座に立地しており， 利用客にショウル
ームをブランド・シンボルとして強調する例と言えよ
う。3 施設をフラッグシップ施設として捉えた場合，
いずれも多くの集客を実現しているが，年間 400万人
以上を集客するソニー，トヨタの事例と比べて，パナ
ソニックセンターは 70万人と小規模な結果となった。
これには施設の立地が関係している。ソニービル，
Mega Web は周囲に商業施設が隣接しており，銀座や
お台場を訪れる観光客が「ついでに」観ていくという
環境が整っているからである。Mega Web の施設運営
担当アムラックストヨタによれば，当施設は明確に「つ
いで来場」を意識したつくりになっている。フラッグ
シップ・マーケティングの観点から，より多くの顧客
に情報発信を望むのであれば，地理的な好条件は加味
すべき点であることが分かる。 
また，それぞれの耐久消費財メーカーのショウルー
ム運営が，海外の顧客へ向けた情報発信を意図してい
るのかを，外国人の利用状況とその戦略性から考察を
加えたい。外国人観光客の受け入れに関しては，3 施
設でいずれも外国語の案内やパンフレット（中・韓・
英）を用意するなど，対応できる体制は整っている。
しかし利用状況を鑑みるに，その割合は現在のところ
多くを占めるわけではない。3 施設の中で外国人の誘
客に最も注力しているのはトヨタMega Webであるが，
その割合は 2012年の年間利用者数の中で 3割である。
現在のところ 3施設は国内の顧客向けにフラッグシッ
プ・マーケティングを実践していると言えるが，今後
は羽田空港の国際化や国際的な観光立国の推進にとも
なって外国人利用者は増加するとみられるので，より
グローバルな視点に立ったフラッグシップ施設の運営
が求められるかもしれない。 
次に，リレーションシップ・マーケティングの観点
から，その利用者の客層・集客ターゲットについて考
察を加えたい。3 施設は各々のやり方で顧客との交流
を図っているが，多い客層はソニービルが男性一人旅，
トヨタMega Webとパナソニックセンターは家族連れ
観光客であるように，施設毎に各々異なっている。こ
れらの客層は，各企業が関係づくりを図りたい顧客タ
ーゲットに適うものなのか，またどの客層がこの施設
の利用を望んでいるかについて，議論が必要である。
マーケティングの基本に立ち返るならば，「真の顧客は
誰か」を理解して，その顧客のニーズをもとに経営を
行うのが，コトラーの主張する顧客志向の戦略である
（酒井 2007）。また，リレーションシップ・マーケテ
ィングの目標は，既存顧客との関係造りに焦点を当て
たものである （Berry, 2002）。これら理論に倣うので
あれば，3 施設のサービスの主眼はそれぞれの企業に
愛着をもつ既存顧客を満足させることなのであろうか。
しかしながら，本研究の扱った 3施設に関しては，ブ
ランドの認知やファンの獲得など，まだ購入したこと
がない見込み客を，いかに新規顧客に取り込むのかと
いう企業戦略に立脚している。Mega Web の場合は，
これから将来的に車を購入する若者や子供たちに，そ
してトヨタ車に興味を持ってほしい外国人に，情報を
発信したいと明確な集客目標を立てている。見込み客
への情報発信を重視するフラッグシップ施設なのか，
それとも既存顧客との関係性を重視するリレーション
シップ・マーケティングの理論に立脚すべきなのか，
意見が分かれよう。ここで，トヨタが開示した Mega 
Web利用客の年齢層を確認したい（図 4）。年間利用者
の中で，2012年度をみると実際には 76%が 30歳以上
の方であり，40歳以上でみると 39%と，おそらく往年
のトヨタファンの訪問が多いことがこのデータから把
握できる。この過去のデータを鑑み，だからこそ新規
顧客を獲得すべきと判断するのか，それとも既存顧客
を重視するのかで，判断が分かれるであろう。トヨタ
自動車とMega Web運営者は，前者を選択している。 
いずれにせよ，企業ショウルーム運営が顧客の中で
もどの層をターゲットとし，誰のためのサービスであ
るのかは，各々の企業判断によって異なるであろう。
その企業の意思決定に提言を行うのは本稿の役割では
ないが，それらの企業判断が，今後の集客のあり方や
観光産業との関わり方に影響を与え，まためいめいの
施設で発展の方向性が異なることが予想されるのであ
る。 
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図 4 MegaWeb利用者の年齢層の推移（アンケート調
査に対する開示資料 2012年アムラックストヨタ来場
者調査＋BRCC企業室調査より，筆者編集） 
 
VI. まとめ
 本稿は，日本の耐久消費財メーカーであるパナソニ
ック，ソニー，トヨタが東京都内で運営するショウル
ームの運営実態を明らかして，各社の戦略性について
マーケティング理論から考察を行った。3社にとって，
これらの顧客との直接的なコミュニケーションの拠点
は，重要な情報の受発信基地と認識されている。首都
圏からの利用客を中心に，優れた集客性を実現してお
り，外国人の利用にも対応したこれらの施設は，今後
の観光産業の発展の中で，重要な資源と位置付けるこ
とも出来よう。 
 他方で，既存のマーケティング理論からこれら日本
企業の取り組みを評価した場合に，議論されるべき点
が浮上した。とりわけ，新規顧客の獲得を目指す広報
戦略なのか，既存顧客とのコミュニケーションを重視
する戦略なのか，評価が分かれるという問題である。3
社の戦略性に踏み込むならば，これらの施設はブラン
ドの認知やファン造りを目指した，新規顧客を獲得す
るための施設という位置付けにあることが分かった。
しかしながら，その集客目標と運営実態は一貫してい
るのかどうかについては曖昧な部分も見受けられる。
たとえばMega Webの場合は，実際の利用者はすでに
企業に愛着をもったロイヤリティの高い層であるにも
関わらず，集客ターゲットは将来的な見込み客・新規
顧客に設定している。パナソニックセンター，ソニー
ビルに関しては，新規顧客を狙う戦略にありながら，
その集客のターゲット設定に関して有効回答を得られ
ていない。 
ショウルーム運営の方向性を決定するのは，やはり
企業の意思決定と，それを支えるマーケティングの基
本的な考えであろう。すなわち顧客は誰か，という認
識がはっきりすることによって，どの客層を相手にし
たサービスなのかがはっきりするのである。集客のメ
インターゲットは誰であるかを把握し，それを基準に
適切なサービスのかたちと集客の手段を導きだすこと
が肝要であろう。もちろんその戦略が一貫したもので
あれば，集客ターゲットが新規顧客である現状も，た
とえばフラッグシップ・マーケティングの一環として，
間違ってはいない。ショウルーム運営が何を目的に，
どのように運営されるのか，そして誰を相手に集客す
るのかは，最終的には企業の意思決定に委ねられる。
しかしながら，もし観光産業と連携してよりグローバ
ルな集客を目指すのであれば，関係者はその認識を共
有する必要があろう。たとえば，3施設は 47都道府県
で外国人観光客の最も多い東京都に立地していること
もあり，外国人への対応も充実しているが，企業の集
客目標と顧客のニーズは一致しているのであろうか。
企業は本当に外国人観光客を誘客したいと考えている
のか，集めるとしたら何処の国の方がメインターゲッ
トなのか，このあたりは議論されて然るべきであろう。
ソニービルが参加する東京観光財団のYes, Tokyoキャ
ンペーンは主に中国・韓国をはじめとしたアジアから
の観光客を相手にしたものであるが，一方でソニービ
ルを訪れる外国人で最も多いのは欧米系と回答されて
いる。ソニービルは外国人利用者層を明確に把握して
いるわけではないので断言はできないが，ソニーに愛
着をもつのは欧米系の利用客だとしたら，戦略と運営
実態が整合しているのか確認する必要がある。  
 パナソニックセンター東京は国際空港の近い東京都
のおける立地を意識し，グローバルな情報発信を目指
している。またソニービルは東京都の観光キャンペー
ンに参加しており，またMega Webはお台場観光客の
「ついで来場」を意識している。やはり，多くの集客
を実現し，より多くの顧客に情報を発信しようと考え
れば，観光という視点を無視してショウルーム運営は
できないということであろう。他方で，観光産業の側
も，このような企業の集客施設に観光資源として発展
を望むのであれば，まず運営主体である企業の戦略性
を把握することが肝要であろう。そのような両者の適
切な連携の先に，産業観光としての発展と，多くの顧
客を対象とした効果的なマーケティングが実現すると
考える。 
最後に，本研究のリミテーションについて記してお
く。今回は企業の戦略性に着目して議論を進めたが，
その戦略性は主に回答者である社員の意見に依拠する
ものである。したがって，あくまでも現場に近い運営
レベルの主体性であることに留意されたい。トヨタ
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Mega Web は利用状況を正確に把握し，その戦略性も
他社に比べはっきりしたものであるが，トヨタエンタ
プライズの町田裕子氏によれば，Mega Web の運営は
リニューアルオープンも含め代表取締役社長（2014年
現在）の豊田章男氏の意向が大きく反映されているよ
うである。経営者の判断も大いに影響を与えることを
考えると，トップの意思はまた別にあり，回答内容が
変わる可能性も否定できない。本研究の企業調査が運
営レベルの認識に依拠しているのは，現場志向の集客
施設運営論を重視したからである。顧客との直接的な
コミュニケーションが求められる施設運営では，利用
客に接する従業員ひとりひとりに戦略性が浸透してい
ることが重要である。これは，サービス業である宿泊
施設運営を行う星野リゾートの戦略論であるが（中沢 
2010）， 消費財メーカーの集客施設もまた，サービス
を提供する現場レベルでは同様に求められる体制であ
ると考える。この理論にしたがって，本研究は社員レ
ベルでの認識における企業戦略を評価したが，今後の
研究ではこの評価を補完し結果を見直す新たな指標を
用意し，企業調査の高度化を目指す。 
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